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1. はじめに 

 

 β線は，X線・γ線・α線・中性子・イオンビームな

どの電磁波・粒子線とともに，総称として放射線（ionizing 

radiation）と呼ばれている．これら放射線は，産業界に

おいて新物質の開発や，半導体基盤加工などに，医療分

野では治療・診断に，また基礎研究・応用研究分野にお

いては励起源や分析法にと，幅広く用いられている．中

でも，放射線の照射効果の解析や比較を行う場合には，

放射線の線量をなるべく正確に知ることで，しばしばよ

り詳細な議論が可能になる．また医療分野や，原子力発

電所・原子力関連施設では，被曝線量の評価や安全管理

のために，放射線線量測定が重要である．放射線の利用

は近年拡大されつつあり，それに伴い放射線線量標準の

必要性も高まってきている． 

 放射線にはさまざまな種類あるが，線種やエネルギー

によってそれぞれ物質に対する相互作用は大きく異なる．

そのため放射線標準と一口で言っても，線種ごとに，そ

してそれぞれのエネルギー領域ごとに標準が求められて

いる．さらに，たとえば環境放射線を測定する場合と治

療に用いる線量を測定する場合は，その線量率はおよそ

7桁以上違うので1)，広い強度範囲における標準も要求さ

れる． 

 産業技術総合研究所（産総研）では，電子技術総合研

究所（電総研）の時代から，国の一次標準機関として，

放射線については，X線・γ線・中性子の標準の研究・

標準供給の業務を行ってきた2)-5)．また現在は供給が途絶

えているが，β線に関しても電総研の時代に供給を行っ

ていた6)．本研究では，これら放射線標準のうち，放射

線標準研究室で取り扱っているβ線・γ線・Ｘ線標準の

現状について調査し，報告する．特にβ線組織吸収線量

標準に関しては、その標準を供給しているPTB（ドイツ

物理工学研究所）7)における標準の設定・供給方法を引

用しながら，今後産総研においてβ線標準を開発，設定

していく上での課題について詳しく報告する．  

 

2. 線量の単位 

 

 放射線線量測定では，照射線量・カーマ・吸収線量な

どのさまざまな「線量」が用いられており，それらの関

係は非常に複雑である．産総研では現在，Ｘ線，γ線に

ついては空気カーマと空気カーマ率（以下空気カーマ

（率）と記す）、および照射線量と照射線量率（以下照射

線量（率）と記す）を標準として供給している．また，

β線については組織吸収線量標準を供給する準備を行っ

ている．本章ではカーマ・照射線量，および吸収線量に

ついて，それぞれがどのような物理量であるかを説明し，

またそれらの関係についても述べる（本章は文献8)-13)

を参考に記述した）． 

 

2.1 カーマ（kerma），カーマ率 

 kermaは、ICRU Report 60によると，kinetic energy 

released per unit mass の略である．やや詳しい表現とし

てはkinetic energy of charged particles released in material 

per unit massとなる． 

 カーマは，光子や中性子のような電荷を持たない間接

電離放射線によって，物質の単位質量当たりから発生し

た電子やイオンなどの荷電粒子（直接電離放射線）の，

各発生時における運動エネルギーの総和に等しい量であ

る．着目している微小領域を占める物質の質量をdm，こ

の領域内で発生した二次荷電粒子の初期運動エネルギー

の総和をdEtrとすると， 
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で定義される．カーマは，非荷電粒子線に対して適用さ

れる量であるが，特にX線，γ線を対象とする場合は，

エネルギーEの放射線のエネルギーフルエンス（単位断

面積の球内に入射したエネルギー）をΨE [J・m-2]，質量

エネルギー転移係数を（ ρµ /tr ）[m2・kg-1]として次式の

ようにあらわすことができる． 

EΨ
ρ

µK d E
tr∫ 







=  (2) 

また，質量エネルギー吸収係数（ ρµ /en ）[m2・kg-1] =（1–g）

（ ρµ /tr ）[m2・kg-1]を用いると， 
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と表すことができる．式中のgは，制動放射などによって

系外に散逸するエネルギーの割合であり，二次荷電粒子

の初期運動エネルギー分布に依存する量である．(3)式右

辺における第一項を衝突カーマ，第二項を放射カーマと

呼ぶ． 

 カーマは放射線が作用する物質の種類に依存するので，

対象とする物質が空気である場合は空気カーマ（air 

kerma），生体組織である場合は組織カーマ（ tissue 

kerma）などのように物質名を冠して表記する．カーマ

の単位記号は[J・kg-1]だが，放射線に関した業績で著名

な学者Grayにちなんで特別の単位記号Gy（グレイ）が用

いられている．Gy（グレイ）は後述する吸収線量にも用

いられることに注意が必要である． 

 カーマの単位時間当たりの増加量をカーマ率という．

カーマ率の単位記号は[J・kg-1・s-1]，特別の単位記号は

[Gy・s-1]である． 

 

2.2 照射線量（exposure），照射線量率 

 照射線量は，X線・γ線が，空気に与える電離作用に

着目した線量である．照射線量Xは，質量dm [kg]の空気

と相互作用した光子が生成する二次電子が，完全に停止

するまでに空気中で生成するイオン対の電荷のうち，一

方の符号の電荷を合計した電荷量の絶対値dQ [C]と，相

互作用した空気の質量dm [kg]の比 

m
QX

d
d

=  (4) 

で定義される．照射線量の単位記号は[C・kg-1]である．

X線やγ線が単位質量の空気から発生させる二次電子の

初期運動エネルギーの総和が空気カーマKairであるが，初

期運動エネルギーの総和のうち，二次電子が空気中でイ

オン対を生成するのに費やすエネルギーは，空気衝突カ

ーマに等しい．したがって，空気中にひとつのイオン対

を生成するのに必要なエネルギー，つまり空気のW値

（Wair [J/C]）と，電気素量e（1.602×10-19 C）を用いると，

照射線量Xは以下のように表すことができる（(3)式参照）． 
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また，gを用いると（(3)，(5)式参照）， 
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により照射線量Xと空気カーマKを関連付けることがで

きる． 

 照射線量の単位時間当たりの増加分を照射線量率とい

い，単位記号は[C・kg-1・s-1]である． 

 

2.3 吸収線量（absorbed dose），吸収線量率 

 放射線によって，質量dmのある物質に，平均エネルギ

ー εd が付与された場合，吸収線量D [J/kg]は以下の式で

定義される． 

m
εD

d
d

=  (7) 

吸収線量の単位記号は[J・kg-1]で，特別の単位記号とし

て[Gy]が用いられる． 

 質量dmを占める領域内で生じた荷電粒子によって領

域外で生成する（であろう）電荷量と，領域内に入射し

てくる荷電粒子によって領域内で生成する電荷量が等し 

Ψγ

K =  Kco +  Krad

XDair

[μtr/ρ]air =  [μen/ρ]air    +  g・[μtr/ρ]air

Wair/e
二次電子平衡が
成り立つ場合Dair= Kco

電荷量とエネルギーの換算

制動輻射の放出

 

図1 単色光子の空気に関するカーマK，照射線量X，吸収線量

Dの関係．Ψγは単色光子のエネルギーフルエンス，

（ ρµ /tr ）は質量エネルギー転移係数，（ ρµ /en ）は質

量エネルギー吸収係数，Kcoは衝突カーマ，Kradは放射カ

ーマを示す（本文参照）．
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い場合，荷電粒子平衡あるいは二次電子平衡が成り立っ

ているという．この場合吸収線量は，衝突カーマに等し

い値になる．このことから，荷電粒子平衡が成り立つ場

合，空気の吸収線量 airD と照射線量Xは，以下のように関

連付けられる（(3)，(5)式参照）． 

X
e

WD ⋅= air
air  （8） 

図1に，単色光子を空気に照射した場合について，カー

マ・照射線量・吸収線量の関係をまとめた． 

 

3. 放射線標準の現状 

 

 この章では，β線・X線・γ線の標準について，現在

産総研で供給されている標準や，供給が計画されている

標準について述べる． 

 

3.1 β線組織吸収線量標準 

 β線は医学的治療，ライフサイエンス分野でよく取り

扱われおり，正確な線量評価のために線量標準の整備が

求められている．また原子力関連施設では放射線被曝に

対する安全管理の観点から，その標準へのニーズは大きい．

産総研ではISO6980-2規格15)に準拠したβ線組織吸収線量

標準を供給する計画であるが，ISO規格で着目しているの

は，皮膚表面から0.07mm深度における吸収線量である．

個人被曝線量の測定においては皮膚組織の被曝線量の評

価が重要だが，皮膚の高感受性細胞は皮膚表面下

0.05–0.1mmの間に存在すると考えられており，70μm線量

当量（Hp（0.07））が皮膚の等価線量を評価するのに用い

られる14)．線量当量は，吸収線量と線質係数の積で表され

るので（β線の線質係数は1），0.07mm深度における組織

吸収線量の計測は，直接皮膚の等価線量の評価につながる． 

 表1に代表的なβ線放出核種をそのエネルギー・寿命とと

もに示す15)が，ドイツのPTBでは，国家標準としてPm-147，

Kr-85，Sr-90/Y-90（平衡）線源（最大エネルギーはそれぞ

れ0.225，0.687，2.28 MeV）について組織吸収線量標準を供

給している7)．わが国では、電総研時代にPm-147，Tl-204，

Sr-90/Y-90線源についてβ線組織吸収線量の標準場を設定

し，さらにPTBと間接相互比較を行って良好な整合性を得

た6)．また前後して校正の業務も行われていた．産総研では、

2005年度に供給を再開する計画のもと準備が進められてい

るが，β線組織吸収線量標準の設定・供給に関しては第4

章においてさらに詳しい報告を行う． 

 

 

 

表1 代表的なβ線源 

核種 
最大エネルギー 
(MeV) 半減期 (年) 

14C 0.16 5700 

147Pm 0.225 2.7 

85Kr 0.687 10.73 

204Tl 0.76 3.81 

90Sr/90Y 2.28 29 

106Ru/106Rh 3.54 1.02 

 

3.2 X線空気カーマ標準・照射線量標準 

 産総研では現在，管電圧250kV以下のX線（軟X線：10-50 

kV，および中硬X線：40-250kV）について，空気カーマ

（率）・照射線量（率）の標準供給，校正の業務を行って

いる2), 3), 5), 16)．中硬X線については，2000-2003年にかけて

APMP（アジア太平洋計量計画）による11研究所との国際

比較が行われており，産総研の値は，比較を行った全て

のX線エネルギー（管電圧100kV, 135kV, 180kV, 250kV）に

おいて，参加国の平均値の±2σの中に入っている17)．ま

た，BIPMの値との一致もよく，国際的な整合性が認めら

れている17)．さらに本年度中にピアレビューを受けて品

質マニュアルが完成される見通しである。産総研では

2010年度までに，供給するX線照射線量標準・空気カー

マ標準のエネルギーの範囲を，硬X線領域（管電圧

200-450 kV）まで広げることを検討している． 

 図2に中硬X線の照射線量の絶対測定を求めるために

用いられている，平行平板式自由空気電離箱の概略図を

示す2), 3)．Ｘ線発生装置からのX線ビームは，入射窓を通

り電離箱内の空気に照射される．図2に示すように，集

電極は保護電極の間に配置されており，集電極と保護電

極の間の電界は均一である．そのため，入射X線と相互

作用する空気の体積は，入射窓の面積Sと集電極の長さl
の積からS lであると求められる3)．この体積から相互作

用する空気の質量mを求めることができる．生成された

空気構成分子のイオンは，集電極で検出され，電荷量が

得られる．測定する電荷量が小さいため，小さい電荷量

を測定するのに適した振動容量電位計を用いている．こ

のようにして測定した電荷量Qは，荷電粒子平衡が成り

立っている場合，照射線量の定義（2.2節参照）であると

ころの，「空気と相互作用した光子が生成する二次電子

が，完全に停止するまでに空気中で生成するイオン対の

電荷のうち，一方の符号の電荷を合計した電荷量の絶対

値」に等しくなる．以上のように求められたmとQの比で
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高圧電極

ガード電極 集電極入射口
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電荷収集部

約70cm  

 

図2 平行平板式自由空気電離箱の概略図． 

 

あるQ/mに対して，空気によるX線の減衰，電界分布の歪

み，イオンと電子の再結合，散乱線の寄与，電子の損失，

湿度の影響などの補正を行い5), 18)，照射線量Xを得ている．

さらに，ひとたび照射線量が得られれば，(6)式を用いて

空気カーマを求めることができる．(6)式における空気の

W値は，協定値を用いる，またgは照射X線のエネルギー

スペクトルから求めることができる． 

 

3.3 放射光軟X線フルエンス標準 

 1keV以下の軟X線は，空気による吸収が大きすぎて，

3.2節で述べたような照射線量標準を設定することはで

きない．そこでエネルギー範囲0.1-1.1 keVの軟X線につい

ては，単位面積あたりに通過する粒子数を表すフルエン

スを標準として確立するべく研究が進められている2), 3), 

19), 20)．標準光源としては，産総研の蓄積リングTERASか

らの放射光軟Ｘ線を斜入射回折格子分光器で単色化して

用いる21)．すでにNIST22)やPTB23)-25)では，放射光を標準

線源として使い，検出器の校正が行われている．フルエ

ンスの絶対測定には極低温放射計および多段電極型電離

箱を用いる．実用検出器の校正試験を今年度内に終え，

一般供給を開始する予定である．またPTBとの国際比較

についても準備を進めている． 

 

3.4 放射光単色X線照射線量標準 

 軟Ｘ線のうち，3.2節で述べた10keV以上の光子エネル

ギーの領域と，3.3節で述べた1keV以下の領域をつなぐ領

域にあたる，光子エネルギー範囲2-20keVの軟X線につい

て，2010年までに，放射光を用いて単色光の照射線量標

準を確立し，供給するように準備を進めている．このエ

ネルギー範囲では空気による光子の吸収能が大きく変わ

るので，標準として設定するにあたり照射線量という単

位を用いるのが適当であるのか考慮する必要がある20)．

また1keV以下のフルエンス標準・20keV以上の照射線量

標準との連続性を検討することも課題である． 

 

3.5 γ線空気カーマ標準，照射線量標準 

 現在産総研では，Co-60γ線・Cs-137γ線について，空

気カーマ（率）および照射線量（率）の標準供給，校正

の業務を行っている2), 3), 16)。γ線標準については、2001

年にBIPM（国際度量衡局）と空気カーマの基幹比較を行

い，国際的整合性が認められた26)．また昨年ピアレビュ

ーを受け、品質マニュアルがすでに完成している。 

 測定・校正を行っているγ線のエネルギーは0.662 

MeV（Cs-137），1.173，1.333MeV（Co-60）27)であり，3.2

節で述べたX線のエネルギー（250keV以下）よりはるか

に大きい．そのため生じる二次電子のエネルギー分布は，

より高エネルギー側に分布の最大値を持つようになる．

したがって二次電子の最大飛程が長くなり（例えば，

1MeVの電子であれば最大飛程は約3.3m27）），X線の照射

線量測定と同様の装置で測定しようとすると，荷電粒子

平衡を成り立たせるためには自由電離箱の大きさが非常

に大きくなってしまう.これは空間的に現実的ではない

ので，X線と同様の装置による絶対測定法を使うことが

できない．そこで，図3に示したグラファイト壁空洞電

離箱を用いて，γ線の照射線量測定が行われている2), 3), 28)．

荷電粒子平衡を実現するための空気の厚さを，グラファ

イトの壁厚に置き換えて装置を小型化しているわけであ

る．照射線量および空気カーマは，自由空気平行平板電

離箱と同様に，検出した電荷量と空気の質量の比に基づ

いて求める．模擬空気であるグラファイトと真の空気の

違いは，補正係数として考慮している．産総研では一次

標準として2種類の大きさのグラファイト壁空洞電離箱
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図3 円筒形グラファイト壁空洞電離箱の断面図． 

l1 は空洞の深さ，l2は空洞の内径を示す． 

 

を使っており，その大きさはl1=50mm，l2=40mm，およ

びl1=19.3mm，l2=20mmである．ここでl1・l2は，電離箱

の空洞の深さおよび内径である（図3参照）． 

 

3.6 X線・γ線の水吸収線量標準 

 放射線治療施設のリファレンス線量計の校正は，IAEA

（国際原子力機関）をはじめ国際的には，Co-60γ線の

照射線量を基準とした校正から，水吸収線量を基準とし

た校正に移行している．すでにNIST（米国標準技術局），

PTB，NRC（カナダ国立計量標準研究所）など12カ国は，

BIPMによる水吸収線量の絶対測定の国際比較に参加し，

世界的斉一性を確認して国家標準として供給している29)．

産総研ではこうした背景のもと，2010年までに水吸収線

量標準を供給するという整備計画が立てられている．国

際比較に参加した各研究所が水吸収線量を測定する際に

用いた測定器には，グラファイト熱量計，水熱量計，フ

リッケ線量計の3種類が存在する29)．その中で直接水吸収

線量を測定できる方法は，水熱量計を用いる方法である．

NIST，NRC，METAS（スイス度量衡局），LSDG（ベル

ギー：ゲント線量標準研究所）では，すでにこの方法で

水吸収線量標準を確立している30)．産総研でも水熱量計

を用いる方向で標準の開発を行う． 

 

 

4. β線組織吸収線量標準の設定・供給に向けて 

 

 この章では現在計画されているβ線組織吸収線量標準

の設定・供給方法について，すでに標準を確立している

PTBにおける設定・供給方法を引用しつつ報告する． 

 

4.1 β線源および照射装置 

 3.1節でも述べたとおり，PTBではPm-147，Kr-85，

Sr-90/Y-90の3種類の線源を，標準場設定のために用いて

いる7)．β線源は，通常ビームフラッタニングフィルタ

ー（beam flattening filter）と共に用いる．ビームフラッ

タニングフィルターはISO 6980:199631)で定められたも

のを用いるが，同規格によればこれを用いることで，校

正を行う距離において，直径15cm以内の領域に均一な場

を作り出すことができる．校正を行っている吸収線量率

の範囲は，1nGy・s-1–1mGy・s-1である7)．産総研で用い

る線源は，当面PTBと同じ3種類の予定である．PTBでは

β線照射装置はBSS2（AEA TECHNOLOGY社製）を用い

ているが，産総研でもこれを購入し，用いる予定である．

図4に産総研で現在準備中の，β線組織吸収線量測定の

ための装置の概略図を示す．β線照射装置は図4の右側

に示した．線源はスタンドにマウントされる．シャッタ

ーはパーソナルコンピュータ（PC-No.1）で制御されて

おり，ビームフラッタニングフィルターおよび測定距離

の設定が線源の種類に対応していない限り，開かないよ

うになっている．つまり間違った設定による不要な照射

をできるだけ減らすように設計されている．また空気の

密度や検出器付近でのβ線のエネルギースペクトルは圧

力・温度・湿度によって変化するため，β線照射の際に，

圧力・温度・湿度を測定して，PCに取り込む． 

 

4.2 外挿電離箱による絶対測定 

4.2.1 外挿電離箱 

 図4の左側に，産総研で本年度中に測定を開始するべ

く設計中の，外挿電離箱の電荷収集部周辺の概要を示す．

現在PTBでは，図4と同様の外挿電離箱を使って組織吸収

線量測定を行っている，また旧電総研でも同様のを使っ

ていた．外挿電離箱は円筒型をしており，図4はその断

面図を示している． 

 β線は図中右側の照射装置から照射される（4.1節参

照）．PET入射窓には，薄膜の表面にグラファイト処理を

施し，電離箱の高圧電極を兼ねる．電総研で使われてい

た電離箱において，PET膜の質量厚は7mg/cm2であった． 

 

 

グラファイト

アクリル

空気

高圧電極

集電極

l1

l2
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これは組織の7mg/cm2深度（密度が1mg/cm3の軟組織であ

れば0.07mm深度と等価）の組織吸収線量を求めるためで

ある．PTBでは膜厚の不確かさを低減するため，質量厚

7mg/cm2の前後数点の厚さについて測定を行い，内挿法

により質量厚7mg/cm2についての組織吸収線量率を求め

ている．集電極と保護電極からなる可動電極は，アクリ

ル樹脂（PMMA）製とする．それぞれの電極は，グラフ

ァイト処理を施し，表面に導電性を持たせる．絶対測定

に当たっては極板間の距離を正確に測る必要があるため，

可動部分の移動距離は，高精度接触式デジタル変位セン

サ（AT-010V, キーエンス）を用いて測定，表示する．ま

たパーソナルコンピュータ（PC-No.2）を用いて，変位

センサの指示値を参照しながら，可動電極の位置をリモ

ートで制御する機構を組上げる予定である．β線を照射

することによって電荷収集部に生成した電子あるいはイ

オンは，集電極で検出し，振動容量型電位計を用いてそ

の電流値を測定する．振動容量型電位計を用いた電流値

測定は，X線やγ線の空気カーマ，照射線量を測定する

場合にも用いられており（3.2，3.5節参照），微小電流を

測定するのに適した方法である． 

 

4.2.2 β線組織吸収線量率の決定 

 外挿電離箱の電荷収集部（図4参照）には空気が入っ

ているが，集電極と保護電極の部分が可動なので，その

領域の空気の体積を変化させることができる．つまり外

挿電離箱を用いた測定では，空気の質量 airm を変化させ

ながら，その領域内空気で発生した電荷の量（単位時間

当たりであれば電流値）を測定することができる．さて，

吸収線量の測定の対象となる物質の中に存在する空洞空

気中で電子のフルエンスが変化しないこと，および空洞

中で光子と空気の反応が無視できることの2つが成り立

つとき，Bragg-Grayの条件が成立しているというが，

Bragg-Gray条件下で BGCair )/( mI ∆∆ を，集電極で検出され

た電流値の増加量と領域内空気質量の増加量の比とする

と，β線組織吸収線量率 tD& は以下の式から決定される14)． 

BGCair

0
at,t 








∆
∆

=
m
I

e
WsD&  (9) 

( )eW /0  は標準状態（絶対温度293.15 K，圧力101.3 kPa，

相対湿度  0.65）における空気の平均のW値であり，

（33.83±0.06）[J・C-1]を用いるように勧告されている14)．

また atS , は組織（t）と空気（a）の平均質量阻止能比であ

り，次の(10)式により表される． 

∫
∫=

maxE

0 E

maxE

0 E

a,t
d)/()(

d)/()(

EρSΦ

EρSΦ
S

aelt

telt
 （10） 

（ΦE）tは，外挿電離箱の参照点（図4参照）での電子の

フルエンスのエネルギー分布， tel ρS )/( と ael ρS )/( は，そ

れぞれ組織等価物質および空気における，運動エネルギ

ーEを持つ電子の質量電子阻止能（SI系での単位は[J・ 

PET膜（高圧電極）

保護電極

集電極

電荷収集部

可動

センサー

β線

●

参照点

ビームフラッタニングフィルター

シャッター

線源

ソースホルダー

β線照射装置外挿電離箱

図4 製作中のβ線組織吸収線量測定のための装置の概略図． 
   外挿電離箱は円筒形をしている．集電極の直径は3cmである．β線照射装置は市販品を導入する． 
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m2・kg-1]），Emaxは用いているβ線源の最大エネルギーで

ある．PTBでは（ΦE）tは線源ごとに測定を行って求め，

また tel ρS )/( と ael ρS )/( はSeltzerによって測定された値32)

を用いて， atS , を求めている7)． 

 さてBragg-Grayの条件は，吸収線量の測定の対象とな

る物質の中の空気の領域の大きさが，電子の飛程に比べ

て十分に小さいときに成立するので， airm →0の極限にお

いては，Bragg-Gray条件からの逸脱が最も小さいと考え

られる．つまり外挿型電離箱は，Bragg-Grayの条件に可

能な限り近い条件の下で，イオン化電流値の増加 I∆ と，

電荷収集領域の空気の質量の増加量 airm∆ の比を求めら

れるように設計されているのである． 

 (9)式において，標準状態の空気の密度をρa0，極板間

距離をl，集電極の有効面積をaとすると，標準状態にお

ける照射β線のみに起因する組織吸収線量率 β

•

RD は， 

( )
00

0

d
d

=

•






=
la

a,t
R )l(Ik

la
se/W

D κ
ρ

β  (11) 

から求められる．ここでkは極板間距離と共に変化する補

正係数であり，κは極板間距離に独立な補正係数である．

(11)式から，kおよびκで補正を施した電流値を，電極間

距離に対してプロットし，その傾きがl→0でどのような

値をとるかを求めることにより， β

•

RD が得られることが

わかる．(11)式における補正係数kおよびκは，さらにい

くつもの要素からなるが，以下に各補正係数の概要を記

す．また括弧内にそのおよその値を示す． 

 ・k 極板間距離と共に変化する補正係数 

kabs：β線源から収集領域までの減衰や散乱が，標準状態

܀
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面シミュレーション計算を行う予定である． 

 供給を行う標準としては，放射能と平均エネルギーの

値付けが行われたβ線源を，特定のビームフラッタニン

グフィルターと組み合わせて用いたときの，特定の距離

における吸収線量率となると想定している．つまり「線

源＋フィルター」と距離の関数としての吸収線量率を供

給するわけである．β線の最大残留エネルギーを変えた

いときには「線源＋フィルター」を変化させ，線量率を

変えたいときは距離を変化させることになる．（ただし

「線源＋フィルター」を変えた場合にも線量率は変わっ

てしまうことに注意すべきである．同様に距離を変えた

ときは最大残留エネルギーも変わってしまう）．PTBで現

在供給されている標準の不確かさは，1-2%であるが，産

総研でも当面はPTBと同等の1-2%程度を目指す．しかし

ながら医療分野の現場で要求される不確かさは，X線・

γ線空気カーマ（率）は測定値でおよそ1-3%であるので，

将来的には供給するβ線吸収線量標準もX線・γ線空気

カーマ（率）標準と同程度，1%以内の不確かさを実現す

るべきであろう． 

 放射線防護用個人線量計のエネルギー特性の校正では，

Pm-147・Kr-85・Sr-90/Y-90の三核種によるエネルギー点

だけでは不十分で，さらに多くのエネルギー点が必要に

なると考えられる．1992年当時電総研において，β線照

射容器のβ線射出口部にアクリル樹脂板を装着し，

Sr-90/Y-90およびTl-204線源について，最大残留エネルギ

ーを変化させた場合のβ線場の基準化が試みられた．し

かしアクリル樹脂を透過したβ線場は，線量率が小さく

外挿電離箱で測定するのが困難であった6)．さまざまな

エネルギー点におけるβ線標準場の開発は，早急に達成

すべき課題のひとつである． さまざまなエネルギー点を

実現するためには，上記の三核種以外の線源を用いて標

準場を設定する方法も考えられる． 

 組織吸収線量標準の供給方法としては，ユーザーの線

源を介して供給する方法と，検出器を介する方法が考え

られる．要求される不確かさと校正の簡便さなどの要素

を考慮しながらよりよい供給方法を実現したい． 

 

5. まとめ 

 

 産総研の放射線標準，β線・X線・γ線について調査

した．それぞれの標準の供給状況や，今後数年間の計画・

課題について報告した．β線組織吸収線量標準について

は，産総研で標準を設定するにあたっての具体的な課題

についても報告した．本調査研究で得た知識を基にして，

β線組織吸収線量標準の確立をはじめとして，各種放射

線標準の高品質化を目指した開発研究，それらを基にし

た標準の設定，および国際斉一性の確認業務ならびに一

般ユーザーの要望を満足させられるような供給形態の開

発に取り組みたい． 
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